調 査 部 会 規 約
　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１章　総　　則
（名　称）
第１条　本部会は、一般社団法人日本ＣＡＴＶ技術協会関東支部（以下「協会」という。）調査部会（以下「本会」という。）と称する。
（目　的）
第２条　本会は、建造物によるテレビ電波受信障害調査及びテレビ受信施設調査等技術の向上を図り、この業務の公正な事業活動を促進し、テレビ受信環境の健全なる発展に資することを目的とする。
（事　業）
第３条　本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。
（１）建造物によるテレビ電波受信障害等に関する予測・調査・研究。
（２）テレビ受信施設等の調査・研究。
（３）テレビ電波受信障害等に関する技術講習会の開催。
（４）会員相互の情報交換及び親睦に関する事項。
（５）その他本会の目的を達成するための必要と認められる事業。
（事務局）
第４条　部会は、事務局を協会内に置く。

第２章　会　　員
（会員の資格）
第５条　本会の会員は協会の会員にして以下の各号を満たすものであること。
（１）テレビ電波受信障害調査業者で当該組織が１年以上経過しているか、又はこれに相当する業務経歴を持っていると判断できるものであること。
（２）第１級CATV技術者資格を有するものであること。
（３）調査用測定機材及びテレビ電波受信障害予測機材を保有していること。
（４）労働者災害補償保険（労災保険）加入者であること。
（入　会）
第６条　本会の会員になろうとするときは、書面をもって申し込まなければならない。
２　前項の申し込みがあったときは、本会の幹事会において承認を得なければならない。
（会員の権利及び義務）
第７条　会員は、本会に対して次の権限を有する。
（１）部会に出席して１票の議決権を行使する。
（２）本会の事業に対して意見を述べ、説明を聴し、書類の閲覧を求めることができる。
２　会員は、規約及び部会議の決議事項を守り、本会の事業に協力しなければならない。


（遵守事項）
第８条　会員は、次の事項を遵守する。
（１）テレビ電波受信障害の調査実施にあたっては、第１級CATV技術者資格を有する者が
必ず１名以上携わること。
（２）一般社団法人日本CATV技術協会が監修するテレビ電波受信障害予測計算プログラム
を使用して障害範囲の計算が随時可能なこと。
（３）会員は、部会長の指定した講習会等に最低限、年１回以上出席すること。
（４）会員の調査報告書は協会の定める様式を使用すること。
　　       なお、様式は会員のみが使用する権利を有する。
（会　費）
第９条　本会の所要経費は、通常は協会の予算を充当し、特別の事由により部会または幹事会の議決を経て臨時に徴収することがある。
（会員の資格喪失）
第１０条　会員は、次の場合会員の資格を失う。
（１）退会。
（２）第５条の資格に該当しなくなったとき。
（３）第７条の２項を履行しなかったとき。
（４）除名。
（退会の届出）
第１１条　本会の会員が退会しようとするときは、書面をもって届出をしなければならない。
（除　名）
第１２条　本会の会員が本会の規約に違反しまたは本会の名誉を傷つける行為をしたときは、幹 事会において幹事の４分の３以上の同意を得て、その会員の除名を支部幹事会に上申することができる。
　　　　　ただし、その会員に弁明の機会を与えなければならない。
（再入会）
第１３条　第１０条（１）及び（２）により退会した会員が再入会を希望する場合は、その旨部会長に申請する。
　　　２　第１０条（３）の違反により退会した会員が、再入会を希望する場合は義務履行の念
書を添え、部会長に提出する。
　　　３　再入会の可否は部会長が必要に応じて幹事会を開催し審査する。
ただし、第１０条（２）の場合は退会後１年間、また、第１０条（３）による退会の場合は３年間再入会を認めない。

第３章　役　　員
（役　員）
第１４条　部会に次の役員を置く
　　　　　部会長　　　　１名
　　　　　部会長代理　　１名
　　　　　副部会長　　　若干名
　　　　　幹　事　　　　３０名以内
（役員の選任及び任期）
第１５条　部会長及び部会長代理は、協会支部長が指名する。
２　幹事は、会員の中から部会長が選任する。副部会長は、幹事の互選により部会長が指
名する。
３　幹事の任期は、２事業年度とする。ただし再任を妨げない。
　　　４　役員は、辞任又はその任期満了後においても後任者が就任するまでは、なおその職 務を行う。
　　　５　欠員補充により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。
（役員の職務）
第１６条　部会長は、本会を代表して会務を総理する。
２　部会長代理は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは、その会務を代行する。
３　副部会長及び幹亭は、部会及び幹事会の決議に基づいて会務の執行にあたる。
（役員の解任）
第１７条　役員に役員として相応しくない行為があったときは、部会の決議により解任す　　　ることができる。
（役員の報酬）
第１８条　本会の役員は、無報酬とする。
（幹事会）
第１９条  幹事会は、部会長、部会長代理、副部会長及び幹事をもって組織し、規約及び部会の決議に従い業務を執行する。ただし、第２２条第２項（２）の「その他重要と 認められる項」に関し、緊急を要する場合が生じた時は部会に代わり、意志決定をすることができる。この場合は次の部会において、事後承認を求めるものとする。
２　幹事会は、部会長がこれを招集し、その議長となる。
（議　決）
第２０条　幹事会の議決は、幹事の半数以上出席し出席幹事の過半数で行う。
ただし、可否同数の時は議長がこれを決する。

第４章　部　　会　
（部会の種別）
第２１条　部会は、通常部会及び臨時部会とする。
２　本会の部会は、調査部会員をもって構成する。
３　通常部会は、年1回開催する支部会議をもって充てるものとし、臨時部会は、部会長が必要と認めたときに開催する。
４　部会は、部会長がこれを招集し、その議長となる。
（付議事項）
第２２条  部会事業のうち事業報告及び事業計画については、支部会議の議決に基づいて実施する。
[bookmark: _GoBack]２　部会は、次の事項を議決する。
　　  （１）規約の改定。
（２）その他重要と認められる事項。
（議　決）
第２３条　部会の議決は、会員の半数以上の出席により、出席者の過半数をもって行う。
やむを得ない理由のため、部会に出席できない会員は、他の会員を代理人として表決を委任することができる。この場合、表決の委任者は会議に出席したものとみなす。

第５章　分　科　会
（分科会）
第２４条　部会は、その目的を達成するために必要があるときには幹事会の議決を経て分科会を設けることができる。
（１）分科会の運営に関して必要な事項は、幹事会の議決を経て行う。
　 （２）分科会の委員は、幹事会で選出され、主査１名、副主査若干名を置く。
 なお、委員は会員にこだわらない。
（３）主査は、分科会の業務を掌理する。
（４）分科会は、その業務が完了したときを以て解散する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　第６章　登 録 会 員　
（調査業務登録）
第２５条　会員は、支部が定めた「調査業務付則」第３条の「登録会員」になることにより、同
付則の「業務」を受託することができる。

第７章　事 業 年 度
（事業年度）
第２６条　本会の事業年度は毎年４月１日より翌年３月３１日までとする。

付則　
　　本規約は、平成２５年１１月８日より施行する。

